
確認）、住居表示台帳の修正（住居番号、店舗・会社等の名称、土 住居表示台帳の修正・整備を行う。併せて該当地区町名表示板等の維持管理を実施。また、年２～３回、表
地所在地番の照合・修正）等の維持管理を実施。 示板の不足分の補充をする。
また、住居表示実施地区の町名表示板や住居番号表示板及び街区表示板のストックのための補充を行い、市 当該年度 住居番号枝番制度の導入に伴い、重複住所解消を実施していく。
民から劣化や毀損した表示板の交換要請（取替）に基づくものや家屋新築等による表示板の提供を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

住居表示台帳作成割合＝住居表示作成件数/住居表示届出件数 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 維持管理業務の実施 直接 住居表示台帳の作成（表示板の補充含む） % 100 100

令和 3年度 維持管理業務の実施 直接 住居表示台帳の作成（表示板の補充含む） % 100

令和 4年度 維持管理業務の実施 直接 住居表示台帳の作成（表示板の補充含む） % 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住居表示事務を行う2号嘱託職員2.0 4,302 パート会計年度（事務補助）2.0人 3,848 3,723 パート会計年度（事務補助）2.0人 3,848 パート会計年度（事務補助）2.0人 3,848
共済費（嘱託職員分） 707 職員手当（パート（事務補助）分） 254 254 職員手当（パート（事務補助）分） 264 職員手当（パート（事務補助）分） 264
旅費（嘱託職員分） 109 共済費（パート（事務補助）分） 667 627 共済費（パート（事務補助）分） 667 共済費（パート（事務補助）分） 667
需用費 260 旅費（パート（事務補助）分） 99 85 旅費（パート（事務補助）分） 99 旅費（パート（事務補助）分） 99
委託料 2,466 需用費 262 119 需用費 262 需用費 262

委託料 3,673 3,564 委託料 3,673 委託料 3,673

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 7,844 合　　計 8,803 8,372 合　　計 8,813 合　　計 8,813
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,844 8,549 8,118 8,812 8,812

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 254 254 □特会 ■受益 □基金 □その他 1 □特会 ■受益 □基金 □その他 1
換算人数(人) 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5
正職員人件費 4,400 4,350 4,350 4,350 4,350

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,118 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,244 13,153 12,722 13,163 13,163
(11)単位費用

122.44千円／％ 131.53千円／％ 127.22
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

表示板の表示は法律で義務付けられており、新築時の提供や毀損等による再提供のために、いつでも提供できるよう補充 ●①事前確認での想定どおり
しておく必要がある。なお、今後住居表示実施区域においても、経年変化により建物の形態（新築・建直し・取り壊し） ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ が変わることや、小規模開発等による道路の新設や変化が生じることなどから、緊急時の対応などを含め最新の住居表示 ○要
   背景は？(事業の必要性) 台帳を作成し、常に現状を把握しておくため維持管理する必要がある。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

本事業は、最新の情報を提供し、市民生活の利便性の向上に資する事業となっているため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 住居表示板の表示行為は法律で義務付けられ、住居表示届出

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 などによる台帳の整備を行ううえで個人情報の保護を図る必
□その他 　促進された 要があるため。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
住居表示板は新築時の提供（居住用）や市民からの情報により住居表示板の整備にあたる。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
住居表示板の整備（毀損、剥がれなど、表示板の取り換え）を行い環境の美化に配慮する。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

正確かつ確実な事務の遂行による。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 13,153 △909 12,722 96.72
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△7.42

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.76

% 10万円 0.79 103.95

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
概ね目標どおりに実施できた。さらなる市民サービスの向上を図るため、引続き維持管理等を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 142 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住居表示の維持管理業務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 住居表示の維持管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 13,163 千円 (うち人件費 4,350 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 13,153 千円 (うち人件費 4,350 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住居表示実施地区の維持管理事業
施策目的・

(2)目的 事業目的
展開方向

該当地区の現地調査（家屋等建物の形態



施策目的・
(2)目的 事業目的

展開方向

(1)住民基本台帳法に基づく住民基本台帳の管理。 (1)～(5)届出等に基づき通年にわたり、ほぼ即日処理。
(2)個人番号カードの交付。 (6)、(7)通年にわたり対応。
(3)公的個人認証サービスに係る電子証明の発行。 当該年度 (8)毎月処理。
(4)住民基本台帳の閲覧に関する事務。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 (5)特別永住者証明書の交付及び外国人の居住地の届出に関する事務。
(6)住民実態調査の実施。
(7)住民基本台帳ネットワークの管理とセキュリティの保持。 　　　　住民異動記録件数 想定値 100当該年度
(8)人口に関する基礎データの作成。 指標＝------------------＝人口異動に対する記録割合 単位 %

活動結果指標 実績値 100  　　　住民異動届出件数

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 住民基本台帳整備事務を遅滞無く適正に遂行する。 直接 人口異動に対する記録割合 % 100 100

令和 3年度 住民基本台帳整備事務を遅滞無く適正に遂行する。 直接 人口異動に対する記録割合 % 100

令和 4年度 住民基本台帳整備事務を遅滞無く適正に遂行する。 直接 人口異動に対する記録割合 % 100

システムの変更により入力作業に伴う負担が軽減された部分がある反面、システムの不具合が時折発生している。これについて
(7)事業実施上の課題と対応 は、関係課との連絡調整を速やかに行い、慎重かつ適正な事務処理を行っている。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

住民記録を行う2号嘱託職員4.0 8,603 パート会計年度（事務補助）4.0人 7,695 7,446 パート会計年度（事務補助）4.0人 7,695 パート会計年度（事務補助）4.0人 7,695
共済費（嘱託職員分） 1,412 職員手当（パート（事務補助）分） 508 508 職員手当（パート（事務補助）分） 527 職員手当（パート（事務補助）分） 527
旅費（嘱託職員分） 217 共済費（パート（事務補助）分） 1,274 1,254 共済費（パート（事務補助）分） 1,334 共済費（パート（事務補助）分） 1,334
賃金（産休代替職員分） 1,697 旅費（パート（事務補助）分） 198 170 旅費（パート（事務補助）分） 198 旅費（パート（事務補助）分） 198
共済費（産休代替職員分） 290 旅費 20 0 旅費 20 旅費 20
旅費 32 需用費 522 445 需用費 522 需用費 522
需用費 643 使用料及び賃借料 332 265 使用料及び賃借料 336 使用料及び賃借料 336

実施内容 使用料及び賃借料 263

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 13,157 合　　計 10,549 10,088 合　　計 10,632 合　　計 10,632
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 979 586 補助率 100 ％ 891 補助率 100 ％ 891
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 13,157 9,570 9,502 9,741 9,741

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 3.7 3.5 2.8 3.5 3.5
正職員人件費 32,560 30,450 24,360 30,450 30,450

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 10,232 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,987 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 45,717 40,999 34,448 41,082 41,082
(11)単位費用

457.17千円／% 409.99千円／% 344.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

住民票は住民の居住関係の公証や選挙人名簿の登録、行政事務において基礎となるものであり、住民基本台帳法に定めら ●①事前確認での想定どおり
れた事務であるため。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

住民基本台帳法に基づき、遅滞なく事務処理を行えたため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 個人情報を適切に管理するため。

□提供主体が市しかない ■③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

転出・転入届など住民登録を遅滞なく行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 40,999 4,718 34,448 84.02
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

新型コロナの影響により研修がなくなったため

10.32

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 新型コロナの影響で外国人の異動が少なくなり、国庫補

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 助金（委託費）が減少したため。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.24

% 10万円 0.29 120.83

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
住民基本台帳は、行政事務の基幹となるものであり、住民の利便性を高め行政の合理化に資することから、市が主体となり現行どおり推進して
いく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 143 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住民基本台帳法に基づく管理業務 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 住民基本台帳法に基づく管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 2.8 人）
(1)事業概要

(当　初) 41,082 千円 (うち人件費 30,450 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 40,999 千円 (うち人件費 30,450 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

住民基本台帳法に基づき住民基本台帳を整備し、遅滞無く住民に関する正確な記録を行う。



策目的・
(2)目的 事業目的 化を図る。また、個人番号カードによる本人確認がコンビニエンスストアのキオスク端末で可能なことから

展開方向
、証明書コンビニ交付の導入を検討することで自動交付機の代替を模索し、事業の継続を図る。

市内５ヶ所に自動交付機を設置しており、住民票の写しと印鑑証明書の交付を行う。 ・自動交付機の運用
なお稼働時間及び休止日は次のとおりである。 ・コンビニ交付導入への検討
①市役所玄関前（8：30～20：00）　　 ②我孫子行政サービスセンター（9：00～20：00) 当該年度
③市民プラザ（9：00～20：00)　　　　④湖北地区公民館（9：00～20：00　毎月最後の月曜日休止★） 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ⑤市民図書館布佐分館（9：30～17：00　毎週月曜日休止★)
いずれも年末年始は休止。　休止★は休日を除く。　市民図書館布佐分館は特別整理日も休止。　
なお、コンビニ交付が実現した場合、全国のキオスク端末設置店で年末年始を除く毎日6:30～23:00まで証 利用枚数（住民票（全）、住民票（一）、印鑑証明） 想定値 18,900当該年度
明発行に応じることができる。 令和3年3月31日現在 自動発行機利用件数：18,683件 単位 件

活動結果指標 実績値 18,683　　　　　　　　　　窓口利用件数　　　：66,885件

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民サービスの向上、窓口業務の効率化等を図るため、自動交付機の利用率を上げる。 直接 自動交付機利用率（窓口受付との対比） % 27.9 27.1

令和 3年度 市民サービスの向上、窓口業務の効率化等を図るため、自動交付機の利用率を上げる。 直接 自動交付機利用率（窓口受付との対比） % 27.2

令和 4年度 市民サービスの向上、窓口業務の効率化等を図るため、コンビニ交付の利用率を上げる。 直接 コンビニ交付利用率（窓口受付との対比） % 27.2

自動交付機による発行が困難になった場合、コンビニ交付の実施が有力な代替手段となる。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ●有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

自動交付機を行う2号嘱託職員1.0 2,151 パート会計年度（事務補助）1.0人 1,924 1,862 パート会計年度（事務補助）1.0人 1,443
共済費（嘱託職員分） 354 職員手当（パート（事務補助）分） 127 127 職員手当（パート（事務補助）分） 99
旅費（嘱託職員分） 55 共済費（パート（事務補助）分） 334 314 共済費（パート（事務補助）分） 251
需用費 59 旅費（パート（事務補助）分） 50 43 旅費（パート（事務補助）分） 38
委託料（我孫子行政ＳＣ用） 350 需用費 66 41 需用費 50

委託料（我孫子行政ＳＣ用） 357 249 委託料（我孫子行政ＳＣ用） 268
自発機ﾘｰｽ料（情報ｼｽﾃﾑ課所管） 7,709

実施内容 自発機ﾘｰｽ料（情報ｼｽﾃﾑ課所管） 7,709 7,709 自発機ﾘｰｽ料（情報ｼｽﾃﾑ課所管） 5,782

(8)施行事項
費　　用 ＜コンビニ交付に係る経費＞ ＜コンビニ交付に係る経費＞ ＜コンビニ交付に係る経費＞

＊ 導入に向けた検討 0 0 ＊ 運営負担金 682 運営負担金 2,728

予算(決算)額 合　　計 10,678 合　　計 10,567 10,345 合　　計 8,613 合　　計 2,728
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 10,678 10,567 10,345 8,613 2,728

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,480 3,480 3,480 3,480

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 2,560 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 14,198 14,047 13,825 12,093 6,208
(11)単位費用

0.7千円／件 0.74千円／件 0.74
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

平日の開庁時間に来庁できない市民のために行う事業であるため、必要性は高い。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

閉庁時の証明書発行の市民サービスに応えるために必要。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 印鑑登録証明書、住民票の写しを発行していることから、個

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 人情報の保護を図る必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
共同ではできない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当なし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
27.9 27.1 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

新型コロナウイルス感染症対策等により対面を避ける志向が高かったため。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 27.9 102.95
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 14,047 151 13,825 98.42
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.06

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.19

% 10万円 0.2 105.26

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
概ね目標どおり実施できた。さらなる市民サービスの向上・窓口の効率化を図るため、引続き事業を推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 144 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 自動交付機運用業務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 自動交付機設置業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成 8年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 14,052 千円 (うち人件費 3,480 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 14,047 千円 (うち人件費 3,480 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

年末年始を除き「住民票の写し」および「印鑑証明書」を発行することで市民サービスの向上と事務の効率
施



的・
(2)目的 事業目的 この身分関係を公証するため。（地方自治法第２条第９項第１号に規定する第１号法定受託事務）

展開方向

①戸籍届出の審査、受付 ①戸籍届出の受付から戸籍簿への記載、収納、管理・・・受付順に処理
②戸籍届出に基づく戸籍簿への記載 ②住民基本台帳担当への連絡・・・即日処理
③戸籍簿の管理・保管 当該年度 ③人口動態調査・相続税に関する報告・・・毎月処理
④住民基本台帳、戸籍附票作成のための連絡調整 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ⑤人口動態調査票の作成・送付
⑥相続税法に基づく通知事務
⑦犯罪人名簿の管理 戸籍職権訂正件数／戸籍処理事件数×100 想定値 0.68当該年度

令和2年3月31日現在 35件／5,090件×100＝0.68 単位 ％
活動結果指標 実績値 0.71令和3年3月31日現在 35件／4,952件×100＝0.71

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 戸籍職権訂正件数処理率 直接 戸籍職権訂正処理件数／戸籍処理事件数×100 ％ 0.68 0.7

令和 3年度 戸籍職権訂正件数処理率 直接 戸籍職権訂正処理件数／戸籍処理事件数×100 ％ 0.69

令和 4年度 戸籍職権訂正件数処理率 直接 戸籍職権訂正処理件数／戸籍処理事件数×100 ％ 0.69

戸籍事務のコンピュータ化稼動により戸籍記載後の証明発行の事務処理時間が短縮できたが、戸籍届出に係る事務処理は増えて
(7)事業実施上の課題と対応 いる。届出受理、記載処理、記載確認、関係帳票処理、関係機関への通知等正確かつ迅速な処理が求められる。これらの記録管 代替案検討 ○有 ●無

理については慎重適正な業務遂行に努める。

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

戸籍事務を行う2号嘱託職員4.0 8,603 パート会計年度（事務補助）3.0人 5,771 5,585 パート会計年度（事務補助）3.0人 5,771 パート会計年度（事務補助）3.0人 5,771
共済費（嘱託職員分） 1,412 職員手当（パート（事務補助）分） 381 381 職員手当（パート（事務補助）分） 396 職員手当（パート（事務補助）分） 396
旅費（嘱託職員分） 217 共済費（パート（事務補助）分） 940 940 共済費（パート（事務補助）分） 1,001 共済費（パート（事務補助）分） 1,001
旅費 45 旅費（パート（事務補助）分） 148 128 旅費（パート（事務補助）分） 148 旅費（パート（事務補助）分） 148
需用費 1,816 旅費 39 0 旅費 39 旅費 39
役務費 242 需用費 1,704 1,701 需用費 1,914 需用費 1,914
委託料 8,703 役務費 163 139 役務費 163 役務費 163

実施内容 使用料及び賃借料 10,344 委託料 8,783 8,783 委託料 8,783 委託料 8,783
負担金補助及び交付金 69 法改正に伴う改修委託料（補助対象） 4,675 4,675 使用料及び賃借料 10,416 使用料及び賃借料 10,416

(8)施行事項
費　　用 使用料及び賃借料 10,346 10,346 負担金補助及び交付金 69 負担金補助及び交付金 69

負担金補助及び交付金 69 69

<9月補正>
法改正に伴う改修委託料（補助対象） 6,683 6,683

予算(決算)額 合　　計 31,451 合　　計 39,702 39,430 合　　計 28,700 合　　計 28,700
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 11,357 11,357 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 107 107 補助率 100 ％ 100 補助率 100 ％ 100
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 31,451 28,238 27,966 28,600 28,600

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 3.1 4 3.5 4 4
正職員人件費 27,280 34,800 30,450 34,800 34,800

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 10,232 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 58,731 74,502 69,880 63,500 63,500
(11)単位費用

83,901.43千円／％ 109,561.76千円／％ 98,422.54
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

戸籍法・人口動態調査令・相続税法等に基づく事務であるため。 ●①事前確認での想定どおり
また、戸籍は、日本国民について、その親族的な身分関係を登録・公証するものであり、必要不可欠なものである。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

戸籍事務は、日本国民の国籍と親族関係及び身分事項を登録・公証し異動（婚姻、縁組、離婚等）に関する極めて重要な
事務であるため。また、戸籍事務は地方自治法第2条第9項第1項に規定する第一号法定受託事務として市長が管掌する。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 戸籍関係法に基づく事務処理で、国の第一号法定受託事務で

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 あるため、業務を移管、委任することは出来ない業務である
□その他 　促進された 。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の 個人情報を取り扱う業務のため、市民の参加を得ることは困難である。また、市民サービス向上のため常に最新の書籍等
実現が図られる で情報を得たり、市民の声や情報を得る工夫として研修に参加している。

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 該当なし ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
個人情報を取り扱う業務のため、市民の参画は困難である。サービス向上のため市民の声や情報を得る工夫は行っている
。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
直接的に環境に影響する事業ではないが、紙戸籍から電子戸籍に移行したこと、各種データ保存を紙ベースから電子媒体
に移行していくことで、機材の運搬や資源エネルギーの抑制につながるものと考える。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
0.68 0.7 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

複数人によるチェック体制により、職権による戸籍訂正は減少傾向にある。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 0.71 98.59
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 74,502 △15,771 69,880 93.8
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△26.85

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.01

％ 100万円 0.01 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
戸籍訂正は、過去の戸籍から発見されることもあるが、現年度分の過誤がないよう処理することが最重要であり、戸籍法の解釈や職員の経験年
数も影響を及ぼすものである。このためには、職員（人事異動）に配慮しながら担当職員が研修を重ねることが大切と考える。また、国の第一
号法定受託事務であることから管轄する法務局とも連携を取りながら進めていくことが重要である。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 146 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 戸籍簿の維持管理業務 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 戸籍簿の維持管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 3.5 人）
(1)事業概要

(当　初) 68,175 千円 (うち人件費 34,800 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 74,502 千円 (うち人件費 34,800 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

戸籍法に基づき、人の出生から、婚姻、縁組、死亡に至るまでの重要な身分関係の変遷を戸籍簿に登録し、
施策目



の
施策目的・

(2)目的 事業目的 手続きを全て一つの窓口で、即時処理をする。
展開方向

①市民課窓口に来られた方の住民異動関係の手続きを１つの窓口で処理をする。 市民課の７行政サービスセンターの取扱業務を統一しサービスの均一化を図る。
②フロアーマネージャーを配置し、申請書等の記入要領の説明や庁舎案内をする。 令和３年１２月の自動発行機満了（予定）に伴い、現在、磁気カードをもっている市民に対し自動発行機が
③取扱業務は、住民異動届、印鑑登録、住所証明、戸籍証明、戸籍届、埋火葬許可、税証明、国民健康保険 当該年度 使用できなくなることのご案内をするとともにマイナンバーカードの普及・促進を図る。
異動届、国民年金異動届、乳幼児医療費助成等の取次ぎ等を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容 ④各行政サービスセンターを運営・維持・管理する。
⑤布佐行政サービスセンターの浄化槽撤去の是非及び老朽化した旧湖北行政サービスセンターの解体、湖北
台行政サービスセンターの移転先を検討する。 窓口サービス職場内研修の開催及び窓口事務取扱に関する課内周知の 想定値 12当該年度
⑥窓口業務の委託及び行政サービスセンターの開庁日または開庁時間の変更を検討する。 ための受付だより発行数 単位 回

活動結果指標 実績値 12

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 市民サービスの向上及び職員が安心して業務に従事できる職場の安全確保 直接 クレームの件数 回 2 5

令和 3年度 市民サービスの向上及び職員が安心して業務に従事できる職場の安全確保 直接 クレームの件数 回 4

令和 4年度 市民サービスの向上及び職員が安心して業務に従事できる職場の安全確保 直接 クレームの件数 回 4

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

受付事務嘱託31人 64,827 パート会計年度（事務補助）30人※ 58,205 57,704 パート会計年度（事務補助）33人 63,476 パート会計年度（事務補助）33人 63,476
共済費（嘱託職員分） 10,665 職員手当（パート（事務補助）分）※ 3,936 3,936 職員手当（パート（事務補助）分） 4,346 職員手当（パート（事務補助）分） 4,346
旅費（嘱託職員分） 1,627 共済費（パート（事務補助）分）※ 9,712 9,712 共済費（パート（事務補助）分） 11,003 共済費（パート（事務補助）分） 11,003
賃金（産休代替職員分） 1,334 旅費（パート（事務補助）分） 1,394 1,273 旅費（パート（事務補助）分） 1,627 旅費（パート（事務補助）分） 1,627
共済費（産休代替職員分） 231 旅費 18 9 旅費 18 旅費 18
旅費 13 需用費・役務費 2,536 2,056 需用費 1,975 需用費 1,975
需用費 2,111 委託料・使用料及び賃借料(流用・※) 708 708 役務費 797 役務費 797

実施内容 役務費 849 需用費（ＳＣ分） 5,275 4,610 委託料 145 委託料 255
委託料 361 委託料（ＳＣ分） 4,598 4,504 使用料及び賃借料 634 使用料及び賃借料 634

(8)施行事項
費　　用 使用料及び賃借料 1,184 使用料及び賃借料（ＳＣ分）(流用) 9,134 8,998 公課費 7 需用費（ＳＣ分） 5,275

公課費 7 負担金補助及び交付金（ＳＣ分） 1,526 1,526 需用費（ＳＣ分） 5,275 委託料（ＳＣ分） 4,796
需用費（ＳＣ分）（流用増額有） 1,737 ＜自動交付機利用者への通知＞ 委託料（ＳＣ分） 4,796 使用料及び賃借料（ＳＣ分） 9,210
委託料（ＳＣ分）（流用減額有） 3,957 ＊ 需用費・役務費（ハガキ作成通知） 0 0 使用料及び賃借料（ＳＣ分） 9,210 負担金補助及び交付金（ＳＣ分） 1,526
使用料及び賃借料（ＳＣ分） 7,658 　※は3月補正減額有 負担金補助及び交付金（ＳＣ分） 1,526
備品購入費（ＳＣ分） 108 需用費・役務費(SC分)(予備費・流用)
負担金補助及び交付金（ＳＣ分） 1,515 うち35千円は網戸設置(コロナ補助有) 202 202 ＜自動交付機利用者への通知＞
(9月補正) 備品購入費(SC分)(流用) 87 87 ＊ 印刷製本費（ハガキ作成） 0
受付事務嘱託2人 3,992 補償補填及び賠償金(ＳＣ分)(予備費) 300 300 ＊ 通信運搬費（ハガキ通知） 0
共済費（嘱託職員分） 626 負担金補助及び交付金(SC分)(流用) 32 32
旅費（嘱託職員分） 108 委託料（ＳＣ分）(9月補正) 198 198

予算(決算)額 合　　計 102,910 合　　計 97,861 95,855 合　　計 104,835 合　　計 104,938
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 100 ％ 35 35 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 102,910 53,546 55,829 60,556 60,659

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 44,280 39,991 □特会 ■受益 □基金 □その他 44,279 □特会 ■受益 □基金 □その他 44,279
換算人数(人) 10.3 10.8 11.3 10.8 10.8
正職員人件費 90,640 93,960 98,310 93,960 93,960

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 81,845 0 0 0 0
臨時職員賃金額 1,565 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 193,550 191,821 194,165 198,795 198,898
(11)単位費用

16,129.17千円／回 15,985.08千円／回 16,180.42
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

本庁市民課はもとより各行政サービスセンターにおいても幅広い業務に対応することで、事務の効率化を図るとともに市 ●①事前確認での想定どおり
民の利便性の向上に寄与する。また、現状の見直しとして、窓口業務委託への検討を行うとともに、行政サービスセンタ ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ーの開庁日または開庁時間の変更を検討することで、利用実態に合わせた総合窓口の運用を行う。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

総合窓口として幅広い業務に対応し市民サービスに努めた。特に、今年度は新型コロナ感染対策やそれに関わる給付金業
務の影響を受け窓口が混み合ったが、新たなたな情報を共有しながら臨機応変に対応することができ大きなトラブルとな

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 　総合窓口業務は、迅速かつ的確に市民の要求に応える必要

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 があり他課業務や法令順守、支援措置制度においては、他課
□その他 　促進された との連携が必要であり、個人情報を担う事務を正確に行うた

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した めに市の実施が必要である。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他 個人情報を取り扱うため市民参加には向かない。

＜その他の内容＞
個人情報を取り扱うため、市民参加は求めない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
環境への関連事業はとくにない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(回) 目標値(b)(回) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(回) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
2 5 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各担当が作成する“〇〇だより”により、情報共有を図り、大きなトラブルもな
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 2 250

く総合窓口業務を行うことができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 191,821 1,729 194,165 101.22
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

あああ

0.89

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 「受付だより」の発行回数を増やすことで、職員同士の

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 情報共有化を図り、全ての窓口で同様にきめ細かいサー

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.03 ビスを行った結果、不当要求以外のクレームが減少した

回 100万円 0.01 300 ことで、目標値を上回ることができた。

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
職員全員が常に高い業務改革意識を持ち、市民サービスの向上に努めた。また、日々変化する社会情勢や新型コロナ感染対策に合わせた幅広い
窓口対応を行うことができた。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 148 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 総合窓口の運用業務 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 総合窓口の運用業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 17 人 (換算人数 11.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 198,748 千円 (うち人件費 93,960 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 191,821 千円 (うち人件費 93,960 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

市民の方を「歩かせない」「待たせない」「迷わせない」ことをテーマに住民異動関係(転入/転出/転居)



税、災害対策の分野で、
施策目的・

(2)目的 事業目的 公平かつ公正な社会を実現するための社会基盤として活用される。
展開方向

 「行政の効率化」、「国民の利便性」、「公平・公正な社会の実現」を目指して進めてきた従来のマイナ 　マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき交付をする。
ンバーカードの交付から、より一層マイナンバー制度のメリットを実感できるデジタル社会を早期に実現す 　具体的には、本庁舎１階ロビーにマイナンバーカード申請・交付窓口の特設ブースを設置し対応する。従
るため、国の方針に基づいたマイナンバーカード交付円滑化計画を策定し、交付を行う。 当該年度 来より行われていた休日開庁も引続き実施し、保健センターで行われる集団検診時に出張申請受付を行う。
　令和２年９月～　マイナポイント付与開始（マイナンバーカード所持者がマイナポイントの申込をし、　 執行計画 行政サービスセンターでは、従来どおり申請時来庁方式による申請受付を行う。マイナンバーカードの発行

(3)事業内容 内　　容 　　　　　　　　　キャッスレスでチャージや買い物をすることで、マイナポイントが２５％もらえる） から５年経過したことにより、カードに搭載されている電子証明書の更新が始まることから、人員を増員
　令和３年３月～　マイナンバーカードを健康保険証として利用開始 し対応する。
　令和４年１月～　住民票、印鑑証明のコンビニ交付開始（コンビニ交付を利用するにはマイナンバーカ  個人番号カードの交付達成数 想定値 38,600当該年度
　　　　　　　　　ードが必要）  令和3年3月31日時点　18,703枚 単位 枚

活動結果指標 実績値 18,703

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度  個人番号カードの交付数の達成 直接  個人番号カードの交付達成数 枚 18,703 38,600

令和 3年度  個人番号カードの交付枚数の増 直接  個人番号カードの交付達成数 枚 36,000

令和 4年度  個人番号カードの交付枚数の増 直接  個人番号カードの交付達成数 枚 18,000

 国・県と連携をとりながら情報の収集に努め、マイナンバーカードを活用した行政サービスの推進を行わなければならない。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ○無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

個人番号カードの交付業務 個人番号カードの交付業務 個人番号カードの交付業務 個人番号カードの交付業務

需用費 98 ＊需用費 353 352 需用費 75 需用費 75
役務費 1,000 ＊役務費 3,391 3,391 役務費 3,233 役務費 3,233
委託料 560 委託料 560 560 委託料 560 委託料 560
負担金補助及び交付金 15,269 ＊負担金補助及び交付金 88,038 56,723 ＊負担金補助及び交付金 88,038 ＊負担金補助及び交付金 88,038
備品購入費 79 ＊(予備費)委託料 3,324 2,878

実施内容 ＊(12月補正)役務費 1,021 1,021
＊ ＊(12月補正)工事請負費 2,195 2,035 ＜交付円滑化計画に伴う人件費＞ ＜交付円滑化計画に伴う人件費＞

(8)施行事項
費　　用 ＊(流用)備品購入費 15 15 ＊ ＊パート会計年度（事務補助）11人 13,662 ＊パート会計年度（事務補助）11人 13,662

＊ ＊職員手当（パート（事務補助）分） 976 ＊職員手当（パート（事務補助）分） 976
＊ ＊共済費（パート（事務補助）分） 2,357 ＊共済費（パート（事務補助）分） 2,357

＜交付円滑化計画に伴う人件費＞ ＊ ＊旅費（パート（事務補助）分） 588 ＊旅費（パート（事務補助）分） 588
＊ ＊パート会計年度（事務補助）11人 16,074 16,074
＊ ＊職員手当（パート（事務補助）分） 929 926 ＊は補助対象 ＊は補助対象
＊ ＊共済費（パート（事務補助）分） 2,357 2,162
＊ ＊旅費（パート（事務補助）分） 800 800

＊は補助対象
補助金は総務課・情報政策課の予算有

予算(決算)額 合　　計 17,006 合　　計 119,057 86,937 合　　計 109,489 合　　計 109,489
国庫支出金 補助率 100 ％ 15,269 補助率 100 ％ 115,940 86,227 補助率 100 ％ 105,621 補助率 100 ％ 105,621
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 1,737 2,987 540 3,828 3,828

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 ■受益 □基金 □その他 130 170 □特会 ■受益 □基金 □その他 40 □特会 ■受益 □基金 □その他 40
換算人数(人) 1 1.3 2 1.3 1.3
正職員人件費 8,800 11,310 17,400 11,310 11,310

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 25,806 130,367 104,337 120,799 120,799
(11)単位費用

8.6千円／枚 3.38千円／枚 5.58
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

 番号法に基づき、社会保障、税、災害対策の分野で、公平かつ公正な社会の実現のための社会基盤として活用するため ●①事前確認での想定どおり
、平成２８年１月より開始した個人番号カード交付を引き続き行う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

行政手続きにおいて特定の個人を識別するための番号法の施行に伴い、個人番号の附番や通知、個人番号カードの交付等
が必要となったため。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) ■法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 番号法で定められた法定受託事務であるため。

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当しない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
該当しない。

効
　
率
　
性

現況値(a)(枚) 目標値(b)(枚) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
●②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(枚) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18,703 38,600 ■③現況値との差が小さい値ではない ●不要

現時点ではマイナンバーカードを必要とする手続き等があまりなく、身分証明書
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 18,703 48.45

として活用する方は既に取得済みで申請数が落ち着いていると考えられる。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ●①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) ■①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 130,367 △104,561 104,337 80.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

カード交付の枚数が想定を下回っていたため。

△405.18

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 現時点ではマイナンバーカードを必要とする手続き等が

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ●③目標値以下 あまりなく、身分証明書として活用する方は既に取得済

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 29.61 みで申請数が落ち着いていると考えられる。

枚 10万円 17.93 60.55

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
番号法に基づき、マイナンバー制度の実現のため、今後も申請のあった市民へマイナンバーカードの交付を迅速に行う必要があるため、引き続
き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2112 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 住民基本台帳法に基づく管理業務 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 個人番号カードの交付業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 3年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 2 人）
(1)事業概要

(当　初) 120,799 千円 (うち人件費 11,310 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 130,367 千円 (うち人件費 11,310 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

 住民票を有する全ての方に個人番号が付番・通知されることにより、社会保障、



的
展開方向

(1)旅券申請受付 (1)旅券申請を通年にわたり即日処理。
(2)申請書の審査 (2)誤りの無いように正確、迅速に行うとともに、不正取得の防止に努める。
(3)旅券の審査 当該年度 (3)出入国時に読み取りエラーを起こすことの無いよう、記載内容の厳密な審査を行う。
(4)旅券交付 執行計画 (3)旅券交付は本人確認を厳正に行う。

(3)事業内容 内　　容 (5)旅券の管理 (4)紛失防止のため毎日、旅券の在庫確認を行う。
(6)未受領者への督促 (5)交付期限2ヶ月前から、督促状の送付等行い受領を促す。

正確かつ迅速に処理した率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 0

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 旅券事務の申請を遅滞無く適正に遂行する 直接 正確かつ迅速に処理した率 ％ 100 100

令和 3年度 旅券事務の申請を遅滞無く適正に遂行する 直接 正確かつ迅速に処理した率 ％ 100

令和 4年度 旅券事務の申請を遅滞無く適正に遂行する 直接 正確かつ迅速に処理した率 ％ 100

市民の利便性の向上のためには 、夜間も申請受付ができることが望ましい。しかし、夜間は県や外務省との十分な事務連携を
(7)事業実施上の課題と対応 図ることができないため日中の受付のみとせざるを得ない。 代替案検討 ○有 ●無

平成31年度 令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

2号嘱託職員2.0 4,302 パート会計年度（事務補助）5.0人 7,556 7,446 パート会計年度（事務補助）5.0人 6,700 パート会計年度（事務補助）5.0人 6,700
共済費（嘱託職員分） 707 職員手当（パート（事務補助）分） 508 508 職員手当（パート（事務補助）分） 396 職員手当（パート（事務補助）分） 396
旅費（嘱託職員分） 109 共済費（パート（事務補助）分） 1,281 1,253 共済費（パート（事務補助）分） 1,000 共済費（パート（事務補助）分） 1,000
賃金（臨時職員分） 892 旅費（パート（事務補助）分） 236 212 旅費（パート（事務補助）分） 209 旅費（パート（事務補助）分） 209
賃金（産休代替職員分） 567 旅費 36 0 旅費 36 旅費 36
共済費（臨時職員分） 9 需用費 129 113 需用費 129 需用費 129
共済費（産休代替職員分） 87 役務費 4 4 役務費 4 役務費 4

実施内容 旅費 49
需用費 148

(8)施行事項
費　　用 役務費 10

(流用)
共済費（産休代替職員分） 56
(9月補正)
共済費（産休代替職員分） 116
賃金（産休代替職員分） 1,086

予算(決算)額 合　　計 8,138 合　　計 9,750 9,536 合　　計 8,474 合　　計 8,474
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 8,138 9,750 9,536 8,474 8,474

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2 1.2 1.2 1.2 1.2
正職員人件費 17,600 10,440 10,440 10,440 10,440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 5,118 0 0 0 0
臨時職員賃金額 2,813 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 25,738 20,190 19,976 18,914 18,914
(11)単位費用

257.38千円／％ 201.9千円／％ 0
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

旅券業務の一部について千葉県からの権限移譲が平成２８年度から実施された。当初、平成３１年度中に県の窓口が閉鎖 ●①事前確認での想定どおり
される予定であったため、いち早く我孫子行政サービスセンター内にて業務を開始した。（その後、東葛飾旅券事務所は ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 平成３１年３月に申請受付を終了している。） ○要
   背景は？(事業の必要性) 旅券の申請には戸籍謄・抄本の添付が必要だが、本籍が本市にある方は戸籍謄本をその場で取得して、旅券申請手続きを ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

行うことができるため市民の方への負担が少なく効率的である。市内で申請から交付までできることで市民の利便性の向 交通の便の良い立地であること、申請者の本籍地が市内の場合は同室にて取得が可能であり、申請に必要な手続きを一カ
上に寄与することができている。 所で行うことができることから、効率的かつ効果的に市民サービスを提供することができた。
○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 千葉県からの権限移譲を受けて、実施している業務であり、

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 旅券法に基づき一般旅券の発給に関する事務を行っている。
□その他 　促進された 県内市町村で窓口開設が進み、千葉県の窓口が一部閉鎖され

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した ているため、今後も継続する必要がある。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
業務の特性から、市民参加は求めない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞
特になし。

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

共通のマニュアルの活用や処理内容の情報共有に努めた。事務処理の過程では複
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

数の職員による慎重な確認作業を実施し、処理誤りの防止に取り組んだため。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 ■⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 20,190 5,548 19,976 98.94
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

21.56

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.5

％ 10万円 0.5 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市内で旅券申請から受け取りが可能であることから、利用者の利便性の向上に効果的な事業となっている。県内市町村での窓口開設が進んだこ
とにより千葉県の窓口が一部閉鎖されたため、市民サービスを維持するため今後も事業を継続する必要がある。

様式第３号 事務事業評価表（令和 2年度）

事業コード 2183 課コード 0301 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 旅券事務 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 市民生活部・市民課

個別事業 旅券事務所の開設と運営 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成28年度 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 1.2 人）
(1)事業概要

(当　初) 19,068 千円 (うち人件費 10,440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 20,190 千円 (うち人件費 10,440 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 00000 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

一般旅券の申請受付及び交付を市の窓口で実施し、市民の利便性の向上を図る。
施策目的・

(2)目的 事業目


